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はじめに       ′

日本の人口は、増加の時代が終わり、減少という新たな局面に突入した。明治維新以降の

日本の近代化は、持続的な人口 1人当たり所得の成長とそれによる生活水準の向上を実現さ

せてきたが、これは急速な人口増加を伴う総生産の成長によるものであった。これに対して、

人口減少は、労働力の減少や消費市場の縮小などを通じ、生産活動の供給と需要の両面で経

済成長のマイナス要因となる。その結果として、所得水準が低下する可能性が高いと懸念さ

れている。

全国レベルでは初めて迎える人口減少時代であるが、地域レベルで見れば死亡数が出生数

を上回る人口の自然減少は 1990年代前半から観測され、転出者数が転入者数を上回る人口

の社会減少は 1950年代半ばの高度経済成長期から観測されており、人口減少そのものは決

して新しい現象ではない。しかしながら、人口の自然減少が避けられない現実となつた現在、

社会減少の動向は地域経済にとってより大きな意味を持つようになった。

我々は静岡システムダイナミックス・モデル (静岡 SDモデル)を開発し、出生率の低下

がもたらす人口減少とその静岡県経済への影響を明らかにしてきた。。静岡 SDモデルは、

人ロセクター、経済セクター、環境セクターの 3つの部門から構成されているが、人口の社

会的移動は賃金差や就業機会差との関連から経済セクターと関連が深いと考えられる。

ローマ・クラブ報告の 動θtthiお
"θ
物劇力 CMeadovrs,D.θ

`J[19721)は
システムダ

イナミックス (system■卿amiCS)の分析手法を有名にした。それは、人口増加が資源を消

費し、汚染を増大させていけば、地球はやがて深刻な食糧不足と資源枯渇を経験することに

なるが、それを待たずに大気汚染と環境破壊によって人類は滅亡の危機に直面するだろうと

いう悲観的な未来像を提示した。その後、人口増加による経済成長が環境保全を促進させる

。静岡SDモデルの詳細は、山下・高瀬 120071を参照のこと。
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とする論者が登場し、人口の増加には自然環境を悪化させる負の効果と改善させる正の効果

の両面があることが知られるようになってきた。人口減少が自然環境に与える影響を論じる

場合、この二面性を考慮しなければならない。また、社会的移動の問題は人口密度の動きと

不可分である。人口密度の上昇の自然環境への影響もまた一義的には決まらない。したがっ

て、人口移動を考慮する場合、人ロセクターと環境セクターの関連についてもより深く研究

する必要がある。

上記の問題意識の下、第 1節で静岡県人口の動向を確認した後、第 2節と第 3節で人口移

動の理論と分析方法について検討する。第 4節では、人口減少下の環境問題へのアプローチ

方法を考察する。

1.静岡県の人口問題

静岡県が直面している人口減少問題には、2つの意味がある。ひとつは全国と同じ動向で

推移している出生率の低下であり、もうひとつは 1995年以降に顕在化してきた静岡県から

大都市圏への人口流出の問題である。

1.1出生率の低下と人口の自然減

出生率に関して言えば、県の合計特殊出生率は、全国平均を0。o7～0.09上回るものの、1984

年以降は全国動向と歩調を合わせて減少を続け、2003年に 1.37となっている。このような

合計特殊出生率の推移を考慮すると、静岡県の将来人口は図 1‐ 1のよう推計される
"。

この

将来推計には、平成12年国勢調査人口を基準としたコーホート要因法 (cohort∞mponent

methoの を用いたぎ

日本人口と総人口との差は、外国人人自である。静岡県の特徴として、製造業を抱える県

西部 (浜松市等)を中心に外国人人口が急速に増加している。

"人
口推計は、財団法人静岡総合研究機構との共同研究で行われた。推計の基本要素である出生率・生残率・移動
率等の諸仮定は、国立社会保障。人日問題研究所の推計方法に準じて設定された。全国平均と静岡県の格差は加
味されている。現在、2005年国勢調査の結果との照合を進めている。

-2-



人

・
ヽ

、
一

静岡SDモデルによる静岡県の人口動態と地域社会の変容の分析

3,900ρ00

31800,000

3,700,000

3,600000

3,500,000

3,400,000

3,300,000

3,200,000

■,100,000

1985    1995    2005    2015   2025    年度

図 1-1静岡県の人口推

1.2人口の社会的移動

一般に地域経済の人口は社会的移動の影響を受けやすい。図 1‐2は静岡県の転入者数と転

出者数の差の変動をまとめたものである。1950年代半ばから1970年代初頭にかけての高度

経済成長期は、地方から大都市への人口移動が観測されているが、静岡市が中核的な都市と

して機能していたことが伺える。1975年から1985年頃まで、地方圏においては、高度成長

期を通じて流出が続いた人口が再び増加するむターン現象がみられたが、静岡県人口の社会

的移動者数はマイナスとなっている。19851年以降のGDP成長率が高い時期は再び人口の社

会的移動者数がプラスに転じている。しかし、1995年以降は、転出が転入を上回り、人口の

減少が続いている。

図 1-2静岡県人口の社会的移

―一一日本人人ロ
・………総入ロ
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1.3世帯数の推移

少子高齢化を伴う人口の減少は、独居世帯の増加による世帯数を増加と世帯規模の縮小を

進めるものと考えられる。実際、図 1‐3によれば、1975年から2005年の静岡県の世帯数は

増加しており、その一方で平均世帯人員は減少しており、この傾向は今後も続くものと推察

される。
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図 1-3世帯の推移

2005

1.4人口推計の課題

コーホート要因法によって将来人口を推計するためには、(1)基準人口、② 将来の生残率

(将来生祠 、υ 将来の出生率、④ 将来の出生性比、0将来の人口移動率、という 5
つのデータが必要である。

コーホート要因法により、人口を各歳別に4歳まで求めることを考える。′時点における

年齢別男性人口の
“
xlベクトルをち 、年齢別女性人口の″xlベクトルを導 とする。また、

年齢別の女性1人当たりの出生率 _(′歳女性の出生率)を為とする。|′を足し合わせること

で、年齢構成の偏りを排除して、一人の女性が一生に産む子供の数の平均を求めることがで

きる。一般に少女と中高年齢者は子供を産まないと考えて、15歳から49歳までの出生率の

総和Σれを求めたものを合計特殊出生率と呼ぶ。人口の自然増と自然減との境目の合計特
′=15           .
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り =gB尋 +Sy鴫 ' 1曜
1=(1-g)3尋 +SF耳 (1.の

地域間の人口移動を考えなければ、(1。0式で人口の増減を求めることが可能である。しか

し、国内の地域 (都道府県や市町村)を単位とした分析では社会的要因による人口移動を考

慮しなければならない。男性の転入者数と転出者数の差である男性の社会的増加数 (″文1)

をM″、女性の社会的増加数 (″xl)を MFとすると、自然増加 (減少)と社会的増加 (減

少)を合わせた人口変動の式は、以下のように求められる。

げ =`獨畔+Sy略 +Mし , ギ =(1-g)B導 +SF専 +MI    (1‐→
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2.,人口移動の理論

人口あるいは労働力の移動は地域経済の発展と成長に決定的な役割を果たしている。
｀
しか

しながら、人口の自然増加の理論と比べると、人口の移動にはまだ多くの検討の余地が残さ

れている。国内人口移動の理論研究は、E.Go Ravensteinの 「移動の法則」

“

he laws of

migra施五"[1885])と 題する論文に遡ることができる。Ravensteinの 法貝Jは、以下のように

整理される。

① 移動者の多くは短距離を移動するにすぎない。

② 成長する都市へはこれを取り巻く農村部の住民が移動する。

③ 人口の吸収過程と分散過程とは類似する。

④ 移動流には反流 (還流)を伴う。          |
⑤ 長距離移動者の多くは大商工業中心地へ向かう。

⑥ 都市生まれの者は、農村生まれの者より移動することが少ない。

⑦ 女子人口は男子人口よりも多く移動する。

③ 大都市は自然増加よりも農村部からの人口流入によって成長する。

⑨ 移動量は、商工業の発展、交通の発展とともに増加する。

この中で、①の法則は、人口移動量が移動距離との逆相関の関係にあることを指摘してい

る。νを人口移動量、Dを移動距離とすると、それらの関係は

y=三               。.1)
D

によって表現される。ここでCは定数である。Ravenstein以降の研究は、Dを単なる地理

的距離にとどまらず、費用、時間、介在機会などの各種の変数を0.1)に導入して説明しよう

という方向に発展した。

また、④の法則は、日本の 1970年代のUターン現象 (地方から大都市へ移動したものが

生まれ故郷に戻る現象)を説明できる。さらに、⑨の法則は、人口移動を経済的不均衡 (と

くに所得格差)から説明する試みを多数生み出した。

労働移動の古典派モデル

古典派モデルでは、経済面からみた人口移動の理由として、まずは要素価格 (賃金)の地

域格差に注目した。ィグを地域 Jから地域ノヘの人口移動量、叫を地域Jの賃金、wJ.在地域
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プの賃金とすると、次のような動きを説明することができる。

疇 <均  ⇒  νグ 0ゝ

1/P′ >乃  ⇒  ″グ<0

すなわち、高い賃金を求めて人口の移動が起こると仮定される。このモデルはイギリス等の

地域人ロパターンを説明できるが、近年の日本の人口移動には当てはまらないと考えられて

いる。

移動の人的資本モデル

古典派モデルの欠点は、地域の賃金格差に応じて労働者が即座に反応すると仮定されてい

ることである。それに代わるモデルとしては、将来期待される収入に反応して労働者が移動

すると考えるアプローチがある。地域Jから地域ノヘの移動の純現在価値Pらは次のように

定式化される。

P鴫 =Rゲ ーC″

=Σ
I二甘f澤≒―C〃

ここで、Rメま期待される収入に関する生涯増分の現在価値、Cノま予想される移動費用の現

在価値、rは割引率である。このモデルでは、次の条件で移動が起こると仮定される。

Pろ >0⇒ ノヴ>0
P為 <0⇒ yヴ くo

すなわち、新天地で得られる収入増の現在価値がその地域への移動にかかる費用の現在価値

よりも高い場合、人口の移動が起こる。このアプローチはt発展途上国から先進国への高学

歴者や専門職従事者の移動が多いことを説明できる。

グラビティ 0モデル

グラビティ (重力)・ モデルは、人口移動を物理学の重方法則の概念で説明するモデルであ

る。4、 尋をそれぞれ地域Jと地域プの質量 (通常人口初 、Dグ を地域
Jと地域夕の間の距

離とすると、グラビティ。モデルは一般に次のような形をとる。
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″グ=G[封手                   。・D

ここで、G、 α、βは定数である。グラビティ・モデルは、0.9式右辺の説明変数の数を

拡張しやすいという特徴をもっている。グラビティ・モデルを用いた人口移動モデルを第 3

節に示す。

魅力乗数モデル

魅力乗数 (attractiveness)は、Jo W Forresterの 恥 銀 2卿′働赫 [196例 で考案され、
システムダイナミックスによる都市研究において多く利用されている。地域ノの魅力乗数を

4とすると、次のような形をとる。

4>1⇒  ″ゲ>0

4<1⇒ ″″<0

すなわち、魅力ある地域には人口の流入が起こるというモデルである。魅力乗数の概念は、

直観的で判りやすく、モデル作成上も簡便な方法ではあるが、理論的根拠に乏しいことが欠

点であるとされている。

3。 グラビティ0モデルの応用

この節では、静岡SDモデルの中でグラビティ eモデルを用いることにより、人口の社会

的移動を説明する試みを示す。

3。 1グラビティ・モデルの基本
ニュートン (S缶 Isaac NewtOn,1642‐1727)の発見した万有引力 (universal FavityDの

法則は近代科学の礎を築いた。それは、2つの物質の間に作用する引力/は、両物質の質量

“
1と
“
2の積
“
lx“2に比例し、距離グの2乗に反比例するという法則である。すなわち、

これらの変数の関係は、次式で示される。

イ=G参 (3.1)

ここでGは重力定数である。
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人口移動、物流、貿易、交通、通信といった地域間での空間的な移動量は、社会・経済的

な分析の対象としてしばしば取り上げられ、特にその空間的な特徴を生かした分析が試みら

れてきた。これらの分析上の枠組みの一つに、グラビティ (重力)'。 モデルを含む‐連の空

間的相互作用モデル群がある。空間的相互作用モデルとは計量地理学を中心として精力的に

開発が進められてきた数理モデルをさす。これらのモデルの基本的発想は、人口移動や交通

流といった空間的相互作用を、出発・到着する地域の特性とこれらの地域間の空間的位置づ

けを示す関係性 (分離`l■plこよつて説明しようというものである。空間的相互作用モデルの

ひとつとして用いられるグラビティ。モデルは、そのもうとも基本的なものである。グラビ

ティ 0モデルは必ずしも理論モデルとしての整合性に優れているとは言えないが、モデルの

単純さに由来する操作性の高さとt実際の集計された相互作用に対する説明力の高さによっ

て、依然として高い有用性を持っていると考えられており、人口移動や国際貿易の計量分析

にしばしば用いられている。       1
グラビティ・モデルは、人口の社会的移動の分析にも応用できる。この場合、「二地域の

人口をPlと P2｀ 二地域間の距離を42とするとき、地域 1から地域2への人口移動/12は次

式に従う」と考える。

,五2=Gサ

ここでGは比例定数である。また、(3。2)式の両辺の自然対数をとると、

ln/12〒 h Gtt L Pltth P2~2hグ L

(3.9

(3.9式が得られる。

(3.9

3.2グラビティ。モデルの一般化

ことでは、2地域間の基本グラビティ・モデルを、3地域以上のモデルに拡張する。地域″

および地域プの状態変数 (人口や所得など)をそれぞれ鳥、為とする。また、■鏡動と地域

ノの間の距離 (物理的距離、時間距離、経済的距離など)をら とする。このとき、地域′か

ら地域ノヘの人口移動あるいは物流量んは、(3.2)式を一般化して、次式で表される。

ん=G7    ・ Cの

ここで、む'は比例定数、α、β、γはパラメータである::またこで
j。わ式の両適の自然対数

をとると、(3.D式が得られる。
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hブレ=‐hG+α h彎十βln尋二γhら (3.→

■3人口移動モデルの設計        ,:
,人口移動の地域単位を都道府県とすると、47都道府県間の人口移動量:ん (j,ノ =1,""47)

を表3‐1のように表すことが出来る。例えば、4,2は北海道から青森県、の人口移動であり、

/2,1は青森県から北海道への人口移動である。           1    ・

表 3‐1都道府県の地域間移動量

北海道 1 青森 2 都道府県

″

1鹿児島46 沖縄 47

:北海道 1 /1p /1レ /1“ ん 7

青森 2 /2,1 ゑ′ /2“ ` /2″

都道府県

J

五1 ん 九

‥

ル

鹿児島46 /46,1 /462 /4“ /46″

縄沖ヽ
　
４７

■7J 二72 ′■′ 鶴 A6

すべての都道府県の組み合わせについて、地域プの状態変数4、 神域プのメ零変数尋、地

域::なら神域′への人口警動量ん、および距撃らのデ∵夕・セツトが与えられれば、最小 2

乗法などを用いることによりヽ、(3.→式で一般化されたグラ‐ビテ,ィ 。モデルのパラメータ

κ(〒 hG)、 α、、β、γを以下の回帰式により推計することができる。     |

lnん =κキαh4+β h尋二γhら 十物 (3。③

こ.こでεグは誤差項である。また、(3.③式の定ボ化により、αは地域Jの状態変数の人口移動

に対する弾力件、lβ早神域ノの状態変数の人甲移動に対する弾力性、γは人口移動の距離抵

抗を表す。                              ,
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以上のように一般化されたグラビティ・モデルを用いて都道府県間の人口の社会的移動を

予測することは、静岡 SDモデルの人ロセクターの課題の一つである。

4。 人口減少下の地域経済モデルにおける環境セクターの課題

第 1節で述べたように、静岡県の人口および世帯数は減少すると推定されている。人口や

世帯数の変化は消費者のライフスタイルに影響を与え、その影響は、環境負荷総排出量にも

及ぶ。この節では、人ロセクターで推計された人口学的要因の影響を環境セクターに取り込

むための主な検討課題をまとめる。以下t静岡SDモデルで扱う環境指標への検討、人ロセ

クターおよび経済セクターとの関連の検討、生活に起因する環境負荷総排出量の推計法の検

討について、順に述べる。   ・

4。 1環境指標の検討

環境セクターは、経済セクターの消費活動および生産活動を通して排出される環境負荷を

評価する役割を果たす。現行の静岡 S⊃ モデル (山下 :‐高瀬 1200」 )では、消費活動に伴う

環境負荷として、一般廃棄物排出量および生活起源の二酸化炭素排出量を考慮している。ま

た、生産活動に伴う環境負荷として、産業廃棄物排出量・搬出量、廃棄物再生利用量、生産

起源の二酸化炭素排出量を扱っている。一方、静岡県 1200d『静岡県環境基本計画 (改訂

版力 では、6デ種類の環境指標の現状値と目標値 (平成22年度)があげられているgi

静岡県があげている 67種類の環境指標の中には、すでにほぼ目標値を達成しているもの

もある。たとえば、水道普及率は目標値09%以上に対して、現状値は98.7%である。また、

自然公園面積など、人ロセクターおよび経済セクターとの直接的な関係がないと考えられる

ものも含まれる。したがって、人口と地域経済の量的な相互連関を分析することが主な目的

である静岡SDモデルでtそれらのすべてを取り込むことは困難である。しかしながら、静

岡県の総合計画に関連した環境指標やその影響が他のセタターに大きな影響を与えると考え

られる指標に蘭しては1環境セクターで積極的に取り扱らていく必要がある。たとえばt静

岡県環境基本計画でとりあげられている下水汚泥リサイクル率、新エネルギニ導入率、二酸

化硫黄、二酸化窒素などの大気汚染に関わる環境基準については、それらの変動要因を明ら

かにすることで、環境セクターを拡張することが可能である。
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4。 2他セクターヘのフィァ ドバツク

現行の静岡SDモデルでは、人口および世帯数を通して人ロセクターから、また、家計消

費額および産業別生産額を通して経済セクターからの推計結果を環境セクターにあたえ、そ

れらをもとに環境負荷を評価している。現行の静岡 SD‐ モデルでの各セクターの関連は、図

4‐1の実線の矢印で表されるが、人ロセクターおよび経済セクターから環境セクターヘの言

わば一方通行のモデルとなっている。

人ロセクター 経済セクター

＼ヽ  /′
環境セクター

図牛1各セクターの相関図          :

しかしながら、現実には、環境セクターで扱われるべき新エネルギ‐導入率が経済セクタ

ーの資本投入に与える影響や、環境負荷を減らす取り組みが人口の社会的移動率に与える可

能性も考えられる。したがって、環境セクターから他セクターヘのフィードバック (図中の

点線の矢印)を静岡SDモデルでも考慮することは、今後の大きな課題の一つである。

4。 3推計方法の検討

生活起源の環境負荷に関しては、まずは、人口 1人 1日当たりの環境負荷 (原単位)を説

明する方程式を立て、それに総人口をかけて推計されることが一般的である。図 4‐2は、現

行の静岡 SDモデルでの環境負荷推定法のイメージである。生活起源の二酸化炭素排出量お

よび生活系一般廃棄物排出量に関して、この方法で総排出量を推計している。    :
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図4-2現行 SDモデルでの環境負荷推定法

我々の生活を鑑みると、例えば、エアコンや洗濯機などの大型家電製品や自家用車の保有

台数は、人口よりもむしろ世帯数に依存すると考えられる。したがって、人ロセクターから

環境セクターヘの影響としては、人口に依存するものと世帯数に依存するものに分けて考え

る必要がある。そのため、人ロセクターと環境セクターの直接的なつながりとして、環境負

荷に与える世帯数の影響を考慮する必要がある。環境セクターで今後検討すべき環境負荷推

図牛3環境負荷推定法の検討

定法のイメージは、図 4‐3で表される。生活に起因する一般廃棄物排出量や二酸化炭素排出

量は、これらの耐久消費財の保有台数に依存すると考えられるので、生活起源の環境負荷に

ついては、人ロー人当たりの排出分と一世帯あたりの排出量に分けた推計モデルの方が、実

態に近いものと考えられる。

排出原単位
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おわ りに

以上、静岡県経済における人口動態の分析を進めてきた。本稿で得られた結果は次のよう

に整理できる。

(1)人口の自然減の下では、人口の社会的移動の動向が、地域の経済活動や環境保全におい

て、重要な影響を持つことが確認された。

0)人自の社会的移動は様々な理由から行われる。従来からある仮説で、近年の静岡県の社

的会移動を説明することは困難であった。新たな仮説の構築が必要であろう。

③ 人口減少とともに世帯数の増加と平均世帯人員の減少が進行することが予想されるが、

これらの変化が自然環境に与える影響を考慮する新たな仕組みを作ることが必要であ

る。

また、人口の社会的移動に関しては、統計制度上の不備な点も多く残されており、研究の

継続には大学と行政機関や地域社会との協力体制が必要であることを痛感させられた。今年

度の研究期間中に、人口移動と社会的要因との関連を明らかにすることができなかったが、

さらに分析を重ねて行きたいと考えている。

辮

本研究は、平成 18年度人文学部競争的配分経費の支援を受けて進められました。深く感

謝いたします。また、静岡県庁や財団法人静岡総合研究機構の御協力に感謝申し上げます。
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